
� は じ め に

税効果会計においては，一時差異に対する適用税率，すなわち税効果会計の方法が１つ

の論点である。単一の税率を適用する繰延法および資産負債法のほかに，複数の税率を使

い分ける方法も考えられる。方法はいわば適用形態であり，そこには基礎的考え方・コン

セプトが存する。本稿では，一時差異を収益・益金，費用・損金の認識時点の相違の観点

から４つに類型化したうえで，繰延法，資産負債法，見越・繰延法，税効果法が，それら

に対して適用する税率のあり方の検討を通じて，税効果会計に存する複数の基礎的考え方・

コンセプトを明らかにすることを目的としている。ただし，本稿では，税引前利益から控

除するものとしての税金費用を対象に検討を進めるため，税効果を財務諸表の構成要素の

一属性とみる税引後法は検討の対象に含めてはいない。また，純資産直入項目（その他の

包括利益項目）に係る税効果についても，検討の対象とはしていない。

なお，本稿では，法人税等に関して，損益計算書において費用として認識される法人税

等を税金費用と称し，税務申告書で確定した納付すべき税額を納付税額と称している。

� 税引前利益と税金費用

財務会計と課税所得計算は，その理念・目的等の違いにより，収益・費用と益金・損金

の範囲や認識時点に相違がある。収益・費用と益金・損金の範囲の違いは，永久に解消す

57

税効果会計の方法に関する一考察

要 旨

本稿は，複数ある税効果会計の方法について，各々の基礎的考え方・コンセプト

を明らかにすることを目的としている。そこで，一時差異を収益・益金，費用・損

金の認識時点の相違の観点から４つに類型化したうえで，繰延法，資産負債法，見

越・繰延法，税効果法が，それらに対して適用する税率のあり方を検討している。

検討の結果，これらの税効果会計の方法にはそれぞれコンセプトがあり，一時差異，

適用税率といった観点から一様に説明できるものではないことを指摘している。
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ることがないという点から，永久差異と称されることがある。収益・費用と益金・損金の

認識時点の相違については，期間を通算すれば解消することから，一時差異ないし期間差

異と称される。

さて，上記の差異を前提に, 税効果会計を税引前利益に係る税金費用を対象とする会計

処理とすると，税引前利益に永久差異を加減した額（調整後税引前利益）に税率を乗じて

えた額を，税引前利益に対応する税金費用として計上するとともに，税金費用と納付税額

との差額を貸借対照表に計上することなる。このとき，期間損益計算の観点，すなわち，

税金費用の認識という点に重きをおくと，期間損益である税引前利益が計上された期の税

率を適用することが合理性を有すると考えられる。そして，納付税額と税金費用との差異

は，借方項目，貸方項目であろうとも，調整後税引前利益と課税所得との差異が解消する

期まで貸借対照表に計上されることになる1)。

� 税引前利益と課税所得との差異

永久差異を除く税引前利益と課税所得の差異は期間を通算すれば解消することから，税

引前利益と課税所得も期間を通算すれば同額となる。

そこで，ある特定期間において税引前利益が課税所得を超えた場合，当該超過分に対し
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【図表１】 税引前利益と課税所得との差異*
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* →は認識時点の期間的前後関係を示すものである。たとえば,「収益→益金」は，収益が
認識された期よりも後の期において益金となることを表す。
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て税金の未払額が生じたと捉えることもできよう。この場合，当該差異が解消（反転）す

る期の税率 (将来税率) を乗じてえた額をもって負債計上することが考えられる2)。

また，ある特定期間において課税所得が税引前利益を超えた場合，当該超過分に対する

納付税額は税金の前払額と捉えることもできよう。この場合，当該差異が生じた期の税率

(現行税率) を乗じてえた額をもって資産計上することが考えられる（�図表１�参照)。

このように，税効果会計を税引前利益と課税所得との差異を対象とする会計処理と捉え

ると，単一の税率を適用する必然性はないといえる。

� 税効果会計の方法と適用税率

税引前利益と課税所得との差異は，永久差異を除くと,【図表１】のように，収益・費

用と益金・損金の認識時点の相違に分解（還元）することができる (Moonitz［1957］参

照)。ここで，収益・費用と益金・損金の認識時点の相違が期間別にもたらす効果を簡便

な数値例をもって示したうえで，税効果会計の方法について検討を行うこととしたい3)。

〔ケースⅠ〕収益認識が益金計上よりも期間的に先行するケース

たとえば，財務会計上，×1年度に認識された収益300のうち100が，課税所得計算上は

×2 年度において益金とされるものとし，×1 年度と×2 年度の財務会計および納付税額

の計算は次のとおりとする。なお，×1年度と×2年度とも，財務会計上の収益は300，費

用は200とする。

この場合，財務会計上の収益認識年度の×1年度においては, 益金不算入とされること

から, 納付税額（税金支払額）を40（＝100×40％）減額する効果があり，×2 年度にお

いては，益金算入されることから, 納付税額を30（＝100×30％）増額する効果がある。
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×1 年度 ×2年度

財 務 会 計 納付税額の計算 財 務 会 計 納付税額の計算

収 益 300 税引前利益 100 収 益 300 税引前利益 100

費 用 200 益金不算入 100 費 用 200 益 金 算 入 100

税引前利益 100 課 税 所 得 0 税引前利益 100 課 税 所 得 200

税 率 40％ 税 率 30％

納 付 税 額 0 納 付 税 額 60



〔ケースⅡ〕損金計上が費用認識よりも期間的に先行するケース

たとえば，財務会計上は×2年度に認識される費用100が，課税所得計算上は×1年度に

おいて損金とされるものとし，×1 年度と×2 年度の財務会計および納付税額の計算は次

のとおりとする。なお，×1 年度と×2 年度とも，財務会計上の収益は300，費用は200と

する。

この場合，×1年度においては，財務会計上は費用認識が行われていないが損金算入さ

れることから，納付税額を40（＝100×40％）減額する効果があり，財務会計上の費用認

識年度の×2 年度においては，損金不算入とされることから，納付税額を30（＝100×30

％）増額する効果がある。

〔ケースⅢ〕 益金計上が収益認識よりも期間的に先行するケース

たとえば，財務会計上は×2年度に認識される収益100が，課税所得計算上は×1年度に

おいて益金とされるものとし，×1 年度と×2 年度の財務会計および納付税額の計算は次

のとおりとする。なお，×1 年度と×2 年度とも，財務会計上の収益は300，費用は200と

する｡

この場合，×1年度においては，財務会計上は収益認識が行われていないが益金算入さ

れることから，納付税額を40（＝100×40％）増額する効果があり，財務会計上の収益認
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×1 年度 ×2年度

財 務 会 計 納付税額の計算 財 務 会 計 納付税額の計算

収 益 300 税引前利益 100 収 益 300 税引前利益 100

費 用 200 損 金 算 入 100 費 用 200 損金不算入 100

税引前利益 100 課 税 所 得 0 税引前利益 100 課 税 所 得 200

税 率 40％ 税 率 30％

納 付 税 額 0 納 付 税 額 60

×1 年度 ×2年度

財 務 会 計 納 付 税 額の計算 財 務 会 計 納 付 税 額の計算

収 益 300 税引前利益 100 収 益 300 税引前利益 100

費 用 200 益 金 算 入 100 費 用 200 益金不算入 100

税引前利益 100 課 税 所 得 200 税引前利益 100 課 税 所 得 0

税 率 40％ 税 率 30％

納 付 税 額 80 納 付 税 額 0



識年度の×2 年度においては，益金不算入とされることから，納付税額を30（＝100×30

％）減額する効果がある。

〔ケースⅣ〕費用認識が損金計上よりも期間的に先行するケース

たとえば，財務会計上，×1年度に認識された費用200のうち100が，課税所得計算上は

×2 年度において損金とされるものとし，×1 年度と×2 年度の財務会計および納付税額

の計算は次のとおりとする。なお，×1年度と×2年度とも，財務会計上の収益は300，費

用は200とする。

この場合，財務会計上の費用認識年度の×1年度においては，損金不算入とされること

から，納付税額を40（＝100×40％）増額する効果があり，×2 年度においては，損金算

入されることから，納付税額を30（＝100×30％）減額する効果がある。

さて,〔ケースⅠ〕から〔ケースⅣ〕に，以下で検討する繰延法，資産負債法，見越・

繰延法および税効果法を適用した結果は,【図表２】のとおりである。
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×1 年度 ×2年度

財 務 会 計 納 付 税 額の計算 財 務 会 計 納 付 税 額の計算

収 益 300 税引前利益 100 収 益 300 税引前利益 100

費 用 200 損金不算入 100 費 用 200 損 金 算 入 100

税引前利益 100 課 税 所 得 200 税引前利益 100 課 税 所 得 0

税 率 40％ 税 率 30％

納 付 税 額 80 納 付 税 額 0

【図表２】税効果会計の方法の比較*

* なお，税率の改訂が行われた場合に，当該改訂に応じて残高が再計算の対象となる繰延税
金を繰延税金資産・繰延税金負債とし，再計算の対象としないものを繰延税金借方・繰延
税金貸方としている。

ケース 繰 延 法 資産負債法 見越・繰延法 税効果法

Ⅰ 繰延税金貸方 40 繰延税金負債 30 繰延税金負債 30 繰延税金負債 30

Ⅱ 繰延税金貸方 40 繰延税金負債 30 繰延税金負債 30 繰延税金貸方 40

Ⅲ 繰延税金借方 40 繰延税金資産 30 繰延税金借方 40 繰延税金借方 40

Ⅳ 繰延税金借方 40 繰延税金資産 30 繰延税金借方 40 繰延税金資産 30



1 繰 延 法

〔ケースⅠ〕から〔ケースⅣ〕に繰延法を適用する場合，一時差異に係る税効果の額は

すべて一時差異の発生した期の税率40％を適用して測定される。翻って，単一の税率を適

用する繰延法は，一時差異の類型に依存せずとも説明が可能な方法である。すなわち，税

引前利益の計算期間の税率 (現行税率) を適用していることから，税引前利益に永久差異

を調整した額（調整後税引前利益）に，その計算期間の税率を適用して税金費用を算定す

る方法といえる。これにともない，税金費用と納付税額との差額も確定したものとされる。

そこで，当該差額は，借方差額，貸方差額を問わず，繰延べ処理が適用される4)。この差

額は，税金費用の算定の適正化にともない生じた貸借対照表項目であり，いわば経過項目

として，その資産性ないし負債性の意味づけを有す。

ここから，繰延法は，期間損益計算における税金費用を，当該期間に存する事実に基づ

いて算定することをコンセプトとしているといえる。換言すれば，差異の解消による効果

といった将来事象を計算において考慮しない方法ともいえる。そこで，税率の改訂が行わ

れた場合においても，この新たな事象に対して繰延税金の額を修正することは行われない。

2 資産負債法

〔ケースⅠ〕から〔ケースⅣ〕に資産負債法を適用する場合，一時差異に係る税効果の

額はすべて一時差異の解消する期の税率（将来税率）30％を適用して測定される。単一の

税率を適用することから，繰延法と同様に，一時差異を 4類型に分けて分析する必然性は

ない。ただし，一時差異に対して直接的に税率を適用することを要する点で，繰延法とは

異なっている。

資産負債法は，将来税率を適用する点で，将来の納付税額に対する効果を対象とするも

のといえ，そこで，このような効果をもたらす要因として，期末時点に存する財務会計上

の資産・負債の額と課税所得計算上の資産・負債の額との相違として把握した一時差異を

対象とする5)。将来の納付税額に対する効果には，これを増額する効果と減額する効果に

区分されることから，一時差異が解消するときにその期の課税所得を増額する効果を有す

一時差異と，一時差異が解消するときにその期の課税所得を減額する効果を有す一時差異

とに区分することは理に適っている6)。

そして，このように把握した一時差異に将来税率を適用することから，その測定額は繰

延税金として認識される。この繰延税金の認識をうけて，その期首と期末の増減額が税金

費用として計上されることとなる。したがって，繰延法が税金費用の決定を重視するもの

であるのに対し，資産負債法は繰延税金の決定を重視するものである。また，一時差異の

２類型に対応して，将来の課税所得を増額する効果を有す一時差異に係る税効果の額は法
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人税等の未払額（繰延税金負債）としての性格を有し，将来の課税所得を減額する効果を

有す一時差異に係る税効果の額（繰延税金資産）は法人税等の未収額としての性格を有す

るものとされる(齋藤 [2003], 190頁)。

ここから，資産負債法は，財務会計上の認識された資産・負債の額と課税所得計上の資

産・負債の額が相違する場合に，当該一時差異が将来においてもたらす帰結，すなわち将

来の法人税等の支払額に対する効果を認識することをコンセプトとする方法といえる。し

たがって，繰延税金負債については支払可能性が，繰延税金資産については回収可能性が

認識の規準となり，このような可能性に影響を及ぼす将来における課税所得や税率の改訂

といった将来事象を考慮することを内包しているといえる。

3 見越・繰延法

Black［1966］は，一時差異の性格に応じて見越しまた繰延べの処理を適用することを

提案している。ここで,〔ケースⅠ〕から〔ケースⅣ〕の特徴を確認しておこう。

収益・益金に係る差異について,〔ケースⅠ〕では，益金不算入により納付税額40の減

少が生じた後に，益金算入により納付税額30の増加がある｡〔ケースⅢ〕では，益金算入

の先行により納付税額40の増加が生じた後に，益金不算入により納付税額30の減少がある。

費用・損金に係る差異について,〔ケースⅡ〕では，損金算入の先行により納付税額40

の減少が生じた後に，損金不算入により納付税額30の増加がある｡〔ケースⅣ〕では，損

金不算入により納付税額40の増加が生じた後に，損金算入により納付税額30の減少がある。

このように，益金が課税所得計算におけるプラスの要素であり，損金がマイナスの要素

である点から，収益・益金に係る差異に関係する益金不算入は納付税額の減少をもたらす

が，費用・損金に係る差異に関係する損金不算入は納付税額の増加をもたらすことになる

(Black [1966], pp. 113�114参照)。そこで，Black［1966］は,〔ケースⅠ〕から〔ケース

Ⅳ〕のそれぞれの会計処理を次のように提案している（p. 114参照)7)。

〔ケースⅠ〕については，見越し (accrual) の処理を適用する。すなわち，収益の認識

が先行し，これより後に益金算入され，納付税額の増加がもたらされることから，収益が

益金算入される期の税率を適用して繰延税金負債30を認識するとともに，これを税金費用

として計上する。

〔ケースⅡ〕についても，見越しの処理を適用する。すなわち，損金計上が費用の認識

よりも先行し，この期においては納付税額を減少させるが，これより後には損金不算入と

して調整され，納付税額を増加させることから，費用認識されるが損金不算入となる期の

税率を適用して繰延税金負債30を認識するとともに，これを税金費用として計上する。

〔ケースⅢ〕については，繰延べ (deferred) の処理を適用する。すなわち，益金計上
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が収益の認識よりも先行し，この期において納付税額が増加しているが，これより後に収

益が認識され，当該認識期間において税金費用を認識する必要がある。そこで，益金計上

が先行した結果生じた納付税額の増加分40を繰延税金借方として収益が認識される期まで

繰り延べ，収益が認識された期において繰延税金借方を税金費用に振り替える。

〔ケースⅣ〕についても，繰延べの処理を適用する。すなわち，費用の認識は行われて

いるが，これが損金不算入となり，当該認識期間において納付税額を増加させている。こ

の増加分40を繰延税金借方として，損金算入され納付税額を減少させることになる期のま

で繰り延べ，当該期において繰延税金借方を税金費用に振り替える8)。

一時差異の４類型のもとでは，収益に係る益金不算入，費用に係る損金不算入という反

転的な効果に言及しているが，４類型は，つぎのように２類型に集約される。すなわち,

〔ケースⅠ〕と〔ケースⅡ〕は，調整後税引前利益が課税所得よりも大きい関係が，その

後，逆転するケースであり,〔ケースⅢ〕と〔ケースⅣ〕は，課税所得が調整後税引前利

益よりも大きい関係が，その後，逆転するケースである。

そこで，見越・繰延法は，前述の税引前利益と課税所得との差異を対象とするものと位

置づけられるものであり，一時差異の類型に依存せずとも説明が可能な方法である。そし

て，見越・繰延法は，税引前利益と課税所得の差異に係るキャッシュ・アウトフローを配

分することをコンセプトとしている方法といえよう。

4 税 効 果 法

Beresford et al.［1983］には,〔ケースⅠ〕の場合には，益金算入されるまでは財務会

計において認識された収益の税効果は既知のものではなく，その税効果は現れていないこ

とから，当該収益が課税所得計算に計上される（益金算入）期の税率を適用することが適

当とされるとの記述がある（p. 114参照)。同様に,〔ケースⅣ〕の場合にも，損金算入さ

れるまでは財務会計において認識された費用の税効果は既知のものではなく，その税効果

は現れていないことから，当該費用が課税所得計算に計上される（損金算入）期の税率を

適用することが適当とされるとの記述がある（p. 114参照)。

これに対して,〔ケースⅡ〕の場合には，すでに課税所得計算に計上されていることか

らその税効果は既知のものであり，財務会計において費用として認識されるときにその税

効果の額は変動するものではないことから，課税所得計算に計上された期の税率を適用す

ることが適当とされる（p. 114参照)。同様に,〔ケースⅢ〕の場合にも，すでに課税所得

計算に計上されていることからその税効果は既知のものであり，財務会計において収益と

して認識されるときにその税効果の額は変動するものではないことから，課税所得計算に

計上された期の税率を適用することが適当とされる9)。換言すれば，財務会計において認
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識されたあるいは認識される収益の税効果の額は，当該収益が課税所得計算において益金

算入されるあるいはされた期の税率を適用して測定し，同様に，財務会計において認識さ

れたあるいは認識される費用の税効果の額は，当該費用が課税所得計算において損金算入

されるあるいはされた期の税率を適用して測定するものである。

このように，税効果法は，収益に係る税効果の額はこれが益金とされる期の税率を適用

し，費用に係る税効果の額はこれが損金とされる期の税率を適用する方法であり,「収益－

益金｣,「費用－損金」という関係性をコンセプトとした方法といえよう。そこでは，益金

不算入・損金不算入という反転による効果は税効果とは捉えられない。

また，税効果法も，一時差異の類型に依存せずとも説明が可能な方法であり，さらに，

一時差異という考え方に依存せずとも説明が可能な方法といえよう。すなわち，税効果法

は，上記の関係性から，財務会計において認識された取引その他の事象に係る税効果を認

識する方法ということができよう。

� お わ り に

本稿は，一時差異を収益・益金，費用・損金の認識時点の相違の観点から４つに類型化

し，繰延法，資産負債法，見越・繰延法，税効果法が，それらに対して適用する税率のあ

り方の検討を行った。

この検討を通じて，資産負債法を除いた３つの方法は一時差異の類型化に依存せずに説

明可能なものであり，資産負債法については，２類型により説明することが理に適ってい

るということができる。

そして，単一の税率を適用する方法のうち，繰延法は，期間損益計算における税金費用

を，当該期間に存する事実に基づいて算定することをコンセプトとする方法であり，資産

負債法は，財務会計上認識された資産・負債の額と課税所得計上の資産・負債の額が相違

する場合に，当該一時差異が将来においてもたらす税務上の帰結，すなわち将来の法人税

等の支払額に対する効果を認識することをコンセプトとする方法であるということができ

る。

また，複数の税率を適用する方法のうち，見越・繰延法は，税引前利益に永久差異を調

整した額と課税所得の差異に係るキャッシュ・アウトフローを配分することをコンセプト

としている方法といえる。税効果法は,「収益－益金｣,「費用－損金」という関係性をコ

ンセプトとした方法であり，この関係性から，財務会計において認識された取引その他の

事象に係る税効果を認識する方法と位置づけることができよう。

以上を踏まえると，税効果会計の方法は，一時差異，適用税率といった一様の観点から
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説明できるものではないといえる。

注

1) なお，ここでは，資産性および負債性の議論は捨象している。

2）この場合，将来において税引前利益と課税所得の関係が反転し，課税所得が税引前利益を超

過することから，当該超過分に対する未払税金の計上が導かれる。

これに対して，反転による当該超過分は将来の課税所得であることから，将来の課税所得に

対する納付税額は当該将来において生ずることから，税引前利益＞課税所得として差異が生じ

た時点では納付義務は生じておらず，未払税金といった負債は存在しないとする見解がある。

すなわち，存在しない負債を計上することにつながる税効果会計の適用は認められないとされ

る（Hill［1957］参照)。

なお，本稿で取り上げていない税引後法は，貸借対照表の負債の部に繰延税金を計上するも

のではなく，たとえば資産についてはその減算可能性の消滅分を表すものと整理して，上記の

批判に対処する方法といえなくもない。

3）なお，認識時点の相違という観点ではなく，一時差異の原因となった資産・負債の測定値の

属性の観点から，適用税率を使い分ける方法もある。Grady［1964］は，たとえば，引当金繰

入額のように一時差異を生じさせている項目の額が見積額である場合には，当該項目の税効果

も見積額として測定することが適当であるとしている（p. 26)。これ以外のケースについては，

税効果額が当期の確定するものとして，それが発生した期の税率を適用することを提案してい

る（p. 26)。この考え方によれば,〔ケースⅠ]・[ケースⅡ]・[ケースⅢ〕には差異が発生し

た期の税率を適用し,〔ケースⅣ〕の場合には解消する期の税率を適用することになる。

4）会計基準の開発において，特に，借方差額について認識規準が設けられることがあるが（た

とえば，Accounting Principles Board［1967])，当該議論に内在するものではないと考えられ

る。

5）なお,「税効果会計に係る会計基準」では，法人税等については，一時差異に係る税金の額

を適切な会計期間に配分し，計上しなければならないとしている（第二・一)。

6）なお,「税効果会計に係る会計基準」では，一時差異には，当該一時差異が解消するときに

その期の課税所得を減額する効果を持つもの（将来減算一時差異）と，当該一時差異が解消す

るときにその期の課税所得を増額する効果を持つもの（将来加算一時差異）とがあるとしてい

る（第二・一・3)。

7）齋藤［2012年］では，費用の見越・繰延の手続きを敷衍する方法として説明されている

(265�266頁)。

8）なお，Black［1966］は，損金算入される期において税金支払額を減額する効果が期待でき

ない場合には，納付税額の増加分は繰延税金借方として繰り延べてはならず，その増加分は期

間費用として処理しなければならないとしている（p. 114)。

9）齋藤［2012年］では，実際の税金支払（キャッシュ・フロー）への影響を反映させる方法と

して説明されている（266頁)。
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